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国民健康保険団体連合会について
T審査支払業務の現状と今後の取り組み等―
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I.国保連合会の位置づけ

・ 国民健康保険の保険者 (市町村)が共同で事務を行うため、公法人であ
る国民健康保険団体連合会 (国保連合会)を設立しました。

・ 国保連合会は市町村等が会員であることから、国民健康保険関係業務
の他、介護保険・障害者自立支援、地方単独事業など、市町村が実施す
る地域に密着した様々な業務を行なつています。

(参考)①保険者数(国保)
市町村:1,756国保組合:165

②被保険者数

国保3,592万人(市町村3,245万人、国保組合347万人)

後期高齢1,369万人

※平成21年 12月現在
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談 1

彩 療報酬審査支払業務以外の事業口′

(1)国保保険者事務共同事業
保険者のニーズに応えた保険者事務共同事業の実施。

度重なる医療保険制度改革に伴い、煩雑化する保険者
事務を国保連合会において―元的に実施することにより、
保険者における事務の効率化、経費節減、業務の迅速か
つ適正な運営を行い、大きな効果を上げています。

①被保険者証の作成
②医療費通知の作成
③高額療養費日高額介護合算療養費のお知らせの作成
④第二者行為求償事務・嚇・200億を超える医療費適正化
【H20年度実績 件数:約4万件 金額:204億円(国保+後期高齢)】

⑤保険料賦課算定シミュレーション
⑥各種報告書・統計資料の作成
【多受診・重複受診者統計、疾病分類統計】 等
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(2)柔道整復療養費の審査 (支払)業務

国保連合会(37都道府県)では、柔道整復療養費の審査
支払業務を行つています。

※柔道整復療養費は毎年増加し、3千億円を超えていますが、その審査支払

業務については法的位置づけ等問題が多いことから、国保中央会では、

先般、厚生労働省に対し法整備を含む下記のような要請を行つています。
...r...a.... rr.. r.....a......tra........41.1..1..1...... t. I I rr.. ri rl i..l ..r r.... r....i
aa
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: ・申請書等様式の統一 日複数月請求の廃止 ・請求締切日の明確化
②審査の統一化

・算定基準(審査基準)の明確化

・柔整審査会の権限の法的位置付けの明確化

・審査委員選出基準の明確化

③疑義請求対策
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護給付費(3)介 審査支払業務

介護保険者から委託される介護給付費の審査支払業務。

(4)介護サービスの苦情処理

介護サービスの質の向上に関する調査、指導及び助言。市町村での

取扱いが困難な案件等の相談窓口。

(5)介護保険者支援事業

①高額介護サービス費・高額医療合算療養費の「お知らせ」の作成

②介護給付費通知の作成

③第二者行為求償事務・・・5億円の介護給付費の適正化

④保険者・都道府県が実施する「介護給付適正化運動」の支援情報の
作成
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(6)障害者自立支援給付費の支払業務

市町村及び都道府県から委託される障害介護給付費及び障害児
施設給付費の支払事務。

(7)特定健診・特定保健指導に関する業

国保保険者及び後期高齢者医療広域連合が行う特定健診等に係
るデータ管理、費用決済及び法定報告作成の代行。

※高齢者の医療の確保に関する法律により、平成20年 4月 から医療保険者に40～ 74歳の加入
者に対する特定健診・保健指導の実施が義務付けられています。

なお、同法律では75歳以上の方の特定健診・保健指導は後期高齢者医療広域連合が任意で実
施することとなっておりますが、現在、全ての広域連合が実施しています。
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(8)後期高齢者医療制度関係業務

後期高齢者医療広域連合から委託される後期高齢者医療の診

療報酬等審査支払に係る業務。また、広域連合電算処理システム

の運用・保守管理業務。

※全ての国保連合会では広域連合から審査支払業務及びシステム運用・保守管理業務の委託
を受け、実施しています。

(0)出産育児一時金に関する業務

医療機関等から提出された費用請求について、国保保険者及び
被用者保険の保険者から委託される支払事務。

(10)保険料 (税 )の特別徴収に係る情報の
経由に関する業務

介護保険料、国民健康保険料 (税 )及び後期高齢者医療保険料の
特別徴収について、国保中央会を経由して市町村と年金保険者と
の間の特別徴収に必要なデータの授受に係る事務。 7



Ⅱ.審査支払業務の状況

国保連合会は、診療情報の多いレセプトの請求件数が

急増する中で、早くから1丁化に取り組み、組織 (審査支

払業務)のスリム化を行うとともに、審査支払手数料を
毎年引き下げています。

1.限られた職員で効果的・効率的な審査を行なつています。
○レセプト審査件数の増加 (医科+歯科+調剤)

平成10年度 5億5千万枚 ⇒平成20年度 8億9千万枚
○高齢者のレセプトは診療情報が多いため、審査が難しくなります。
レセプト1件当り費用額・・・国保22,750円、後期高齢者37,050円 (平成20年度)

○審査支払職員数
平成10年度 3,843人 ⇒ 平成20年度 3,603人

○審査件数100万件に対する審査支払職員数
平成10年度 8.33人 ⇒ 平成19年度 5.97人
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2:審査支払手数料について

(1)審査支払手数料の計算方法

手数料単価=
コスト(審査委員会経費、職員人件費等)

レセプト審査件数
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(2)審査支払手数料の推移

国民皆保険制度の基盤である国保制度は、高齢者

や低所得者が多いこと等から、毎年3千億円を超える

赤字となつています。

そのため、保険者からは審査支払手数料の引き下げ

を要請されています。

国保連合会では、こうした保険者の声に応えるため、

レセプトの審査件数が伸びている中で、IT化の推進や

職員数を減らすなどの経費節減を行ない、毎年手数料

を下げてきています(11ページ参照)。
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審査支払手数料の推移 (全国平均)
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(3)審査支払手数料単価の相違

審査支払手数料単価が国保連合会毎に違い(13ペ

ージ参照)がありますが、これは国保連合会が理事

会・総会等において保険者と協議し、́決めているため

です。

なお、後期高齢者医療広域連合は国保連合会の会

員でないことから、市町村国保よりも審査支払手数料

が高く設定されています。

12



(参考)都道府県別の審査支払手数料単価 (平成20年度 )

(注)1.全国計は、国保と後期の手数料の合算額を国保と後期の取扱件数の合算件数で除したものである。
2.公費負担医療分は除く。 13

国保 後期 国保+後期 国保 後期 国保+後期 国保 後期 国保+後期

北海道 44.00 98.40 65.94 石川県 62.50 105.00 82.63 岡山県 63.00 105.54 81.64

青森県 57.00 109.00 76.66 福井県 62.81 108.00 86.72 広島県 46.20 98.70 70.16

岩手県 60,00

41.58

105,00 81.89 山梨県 53.00 103.00

95.00

72.77

72.76

山口県 63.00

76.00

99.00 78。98

宮城県 83.38 58.75 長野県 54.00 徳島県 111.60 93.45

秋田県 53.00 96.10 71.76 岐阜県 50.00 98.86 69.58 香川県 63.00 99.61 80.48

山形県 50.00 99。 16 88.26 静岡県

愛知県

三重県

48.00

36.86

46.92

60.00

90.00 63.94 愛媛県 63.65 91.91 76.86

福島県 58.00 77.00 67.01

79.13

87.86

85.08

60,07

60.61

高知県 65.00 103.00 81.90

茨城県 64.00 100.07 福岡県 50.00 90.00 67.82

栃木県 59.00

62.00

101.00 75.47 滋賀県 96.00 63.69 佐賀県 70.35 107.02 89.22

群馬県 97.00 76.84 京都府

大阪府

60100

51.00

42.52

98.00

96.00

91.45

74.06 長崎県 54.60 95.00 72.81

埼玉県 37.80

52.00

98.17 60.25 65.80

60.11

89.13

74.38

82.43

熊本県

大分県

52.50

52.50

56.70

87.90 66.50

千葉県

東京都

99.00 68.81 兵庫県 95.00 70.66

73.1338.88

54.00

85。20 59.26

62.57

奈良県 84.47

57.00

97.00

97.00

宮崎県 93.45

神奈川県 98.00 和歌山県 鹿児島県 62.00

58.00

92.06

84.00

77.38

新潟県 40.00 93.41 64.36 鳥取県 63.00 98.00 沖縄県 69,47

富山県 57.00 99.20 77.49 島根県 66.00 78.62 73.60 全国計 55。 18 96.12 68.05




